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 はじめに 

 

 1999年(１)、スコットランド、ウェールズ(２)における独自議会・独自政府の設置という

権限委譲改革（Devolution）が行われたことで、「イギリス」が一枚岩の国民国家からな

るものではなく、それが諸国家・諸国民の、まさに連合によって成り立つものであるとい

う歴史的な「起源」が露わになった。このことによって、1707年の合同法（Act of 

Union）を基礎とし(３)、ウェストミンスター議会を権威の中枢とみなすダイシー的伝統が

相対化されたものと理解することもできるだろう（O'Neill, M.［2000]）。事実、権限委

譲を達成した当の労働党は次のように述べていた。「わが連合王国は、異なる国民的アイ

デンティティーと伝統を有することで育まれる」（Labour Party［1997]）。 

 たとえ、国民的アイデンティティーのいくらかが「創られ」、「捏造された」ものであ

るとしても（Hobsbawm and Ranger (eds.)［1983＝1992]）、その力によって現実化された

権限委譲改革のインパクトには注目されるべきものある。イギリスにとってそれが「大き

                                                                                 

(１) 1997年、総選挙に勝利したブレア労働党政権はただちに権限委譲の是非を問う国民投票を

行った。その結果によって、スコットランドとウェールズがそれぞれ独自の議会と行政府を持

つことが決まり、1999年に行われた各地域での総選挙を経て、スコットランド議会、ウェール

ズ議会が始動した。 

(２) スコットランドは、グレートブリテン島の北部を占める地方で、1707年にイングランドが併

合。ウェールズは、グレートブリテン島の西部を占める地方で、16世紀にイングランドが併合。 

(３) むろん、合同法が成立した1707年以後も、「イギリス」は領土的に固定されたことはなく、

その意味するところは変遷してきた。1707～1800年の間は「グレートブリテン連合王国」、

1801～1922年の間は「グレートブリテンおよびアイルランド王国」、1922年以降は「グレート

ブリテンおよび北アイルランド連合王国」、といった具合である（Davies［1999＝2006：44]）。

特に指摘しない限り、文章中の「イギリス」は「グレートブリテンおよび北アイルランド連合

王国」を指している。 
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な賭け」（Davies［1999＝2006：1146]）であったといわれるように、権限委譲を境にし

てイギリスの政治状況は大きな変化を見せはじめるからである。とりわけ、イングランド

と比した場合のスコットランドにおける社会政策の展開は目覚ましく、領域政治の進展が

注目されている（川橋［2007]、Wood, K.［2002]、Beland, D. and Lecours A.［2008]）。

イギリス帝国の繁栄を支えたこのスコットランド、ウェールズという「中心の中の周縁」

におけるナショナリズムの勃興と中央からの政治的な分離傾向が、国民国家イギリスの変

貌を促したといわれる所以である（木畑［1996：243]）。したがって、権限委譲論議を検

討することは、イギリスを「単一（国民）国家」と考えてきた従来の議論を再考するうえ

で興味深い主題であるといえるであろう(４)。 

 ただし、国家の経済的基礎をなすといわれる財政を視野に入れて権限委譲改革を考慮し

た場合、また別な評価が可能なことを指摘しておく必要がある。この観点からみれば、ス

コットランドには現在、ウェストミンスター議会で決定された水準を基準として、上下

３％の課税権が認められているにすぎないし、ウェールズにはそもそも独自の課税権は付

与されていない。加えて、スコットランド、ウェールズでは、「バーネット公式」

（Barnet formula)(５)と呼ばれる算定式をもとに連合王国政府から補助金が交付されている

が、これがそれぞれの収入の太宗を占めているのである（Webb, D［2007]）。現在、財

政の自立的／自律的な運営をいかように確保するかがスコットランドでも盛んに議論され

ているが（The Scottish Government［2009]）、バーネット公式によって、イングランドと

比して、スコットランド、ウェールズがより多くの補助金配分を受けていることもあり、

目下のところこれを変革しようという動きは現実化していない（Keating, M.［2005：

140]）。こうして見れば、イギリスの政治的・経済的統一は、財政という肝要なところで

保持されていると見ることもできよう。 

 本稿は、以上にみた権限委譲改革の二重の性格、すなわち、一方における国民国家の解

体のきざし、もう一方におけるイギリスの政治的・経済的統一の保持の傾向を、財政権力

の委譲を巡る議論を通じて理解しようとするものである。それも、一度は1979年の国民投

票で失敗しはしたが、97年の権限委譲論議の歴史的源流をなす、68年から77年の権限委譲

論議を中心に論じる。この時期区分は、スコットランド、ウェールズへの権限委譲を勧告

                                                                                 

(４) わが国の地方財政論では伝統的に、イギリスを「単一（国民）国家」として論じてきた。こ

の点、注(７)に挙げた高橋も同様である。本稿の「おわりに」も参照のこと。 

(５) イングランド、スコットランド、ウェールズ、北アイルランドの人口比を主たる計算要素と

して配分される仕組みである。 

● 
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する委員会である王立憲法委員会（Royal Commission on the Constitution、通称キルブラン

ドン委員会(６))の設立が決定された年から、権限委譲法案であるスコットランド・ウェー

ルズ法（Scotland and Wales Bill）が作成、議会に提出された年を射程に入れたものとなっ

ている。 

 結果として流産に至るとはいえ、この時期の権限委譲論議は、その問題点を含めて、

1997年に行われた権限委譲改革の骨格を提供している。この点で、国民投票の期日ぎりぎ

りまで議論が詰められたという歴史的所産を軽視すべきではない(７)。これまで、本稿が

対象とする時期の権限委譲論議と財政権力との関係については、73年に公表された王立憲

法委員会報告書（以下、「キルブランドン報告」とする）の検討を除けば、詳細に論じら

れることはなかった(８)。これは、78年に考案されたバーネット公式とその制度運用のあ

り方に関心が集中してきたためであるといってよい（北村［2001]、Thain and Wright 

［1995]、Keating, M.［2005]など）。たしかに、バーネット公式を検討することは、現在

もそれが制度運用の基軸に据えられている以上、重要な課題である。 

 しかし、本稿で明らかにするように、財源の配分を地域の主体的な決定に委ねるのでは

なく、「公式」によって資源を配分するというフォーミュラ・アプローチの歴史的意義は、

地域財務委員会設立の動きとその挫折の検討を抜きに理解することはできない。また、財

                                                                                 

(６) キルブランドン委員会という名称は、73年の報告書提出時の議長であったキルブランドン

の名をとってのものである。1969年から72年２月までは、クラウサーが議長の任にあたって

いた。 

(７) 1979年５月に行われる国民投票において芳しい結果が得られないだろうことは、３月時点で

広く共有されていた。「権限委譲に向けた進展が妨げられたことは、現在、一般的な見解と

なっているように思われる」。SOE 6/1/581, “Organisation of Finance Divisions by P. C. RENDLE : 

ROOM 6/10, NSAH, Ext. 4367, 13 March, 1979”. しかし、権限委譲が不確定になったのにも関わ

らず、ぎりぎりまで調整が続けられ、即座に新体制に移行できるようになっていたことは注目

に値する。たとえば、Ibid, “MSU Review of post-devolution finance structure : by C. K. McIntosh, 1 

March 1979”, “Brief note of a visit to Treasury by Mr. A. Walker, Finance A1-A and Mr. C. K. McIntosh, 

MSU, ON 14 February 1979”という文書がある。 

(８) 少数ながらイギリスにはDavid Heald氏のように、当初から財政問題を中心に権限委譲改革を

研究し、運動にコミットした人物がいるが、わが国の財政学者でキルブランドン報告をはじめ

とする権限委譲改革の検討を行ったのは、高橋誠が唯一である。高橋はその著書において1973

年のキルブランドン報告を評し、「筆者としては、財政権こそが、地方分権（Devolution）の

カギと考えてきただけに、この点は、ある意味における『骨抜き』とみなすことができるよう

に思われる」と評価した（高橋［1978：98]）。これは重要な指摘である。イギリスの中央＝

地方間関係を、財政権を軸にして、「集権と分権との錯綜」という観点から捉えた高橋の面目

躍如たるものがある。ただし、頁数の制約に加え、キルブランドン報告の少数派報告（minority 

report）を中心に論じたために、ひとこと課税権の権限委譲の特徴を指摘するに止まったのが残

念でならない。むろん、当時の資料的な制約は決定的であったといえる。 
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政の自立的／自律的な運用の観点から、本来であれば望まれるはずの税源委譲が本格的に

進展しない理由も明らかになるであろう。さらに、現在使われているスコットランド予算、

ウェールズ予算の考案を始めとする地域財政についての知見の深まりはこの時期に集中的

に見られていることは重要である。したがって、イギリスにおける権限委譲の実態を探る

には、本稿の対象時期に行われた、財政権限委譲論議を検討する必要があるのである。 

 これらを検討するうえで使用する史料は、イギリス公文書館（ロンドン、キュー）所蔵

の内閣、大蔵省史料、および、スコットランド国立公文書館（エディンバラ）所蔵のス

コットランド省史料、そして、下院議事録、政府報告書などである。 

 

 

 1. キルブランドン委員会設立の背景 

     ― 

UnityとUniformity 

― 

 

１－１ キルブランドン委員会設立まで 

 1970年代の権限委譲論議は、69年に設置された王立憲法委員会（以下、これをキルブラ

ンドン委員会）と、この委員会が73年に提出したキルブランドン報告を中心にして展開し

た。委員会設置を主導したウィルソン労働党政権は、その直後にヒース率いる保守党に一

時的に席を譲ることになるが、74年の総選挙で勝利したことによって、キルブランドン報

告をその完成時の翌年に手にし、検討することができた。74年時の首相は変わらずウィル

ソンであったことから、権限委譲の基本的性格は、この時期に起きた二度の政権交代劇の

影響をほとんど受けずに済んだといえる(９)。この後、労働党政府はキルブランドン報告

を受け、３度の白書提出と(10)、これを下敷きにした法案作成を行うが、この法案が議会

を通った結果、79年の国民投票に至る。この国民投票によって権限委譲が実行されなかっ

たのは、先に述べたとおりである。 

 さて、キルブランドン報告とそれを受けた労働党政府の議論の中身に入る前に、委員会

                                                                                 

(９) ただし、保守党が権限委譲に全面的に反対であったわけではない。むしろ、労働党よりも先

に権限委譲の可能性について言及したのは、ヒースであった（北村［2001：364]）。ここで述

べたいのは、労働党の権限委譲案の時系列的にみた一貫性について、である。 

(10) 1974年に緑書Devolution within United Kingdom-Some Alternative for Discussion, 同年に白書

Democracy and Devolution : Proposals for Scotland and Wales, 75年に白書Our Changing Democracy-

Devolution to Scotland and Wales, その補足として76年にDevolution to Scotland and Wales-

Supplementary Statement, 77年にDevolution : Financing the Devolved Services, という格好である。 
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設立の背景について述べておかねばならない。委員会の議論の骨格が、すでに委員会設立

前の議論のうちに与えられているからである。 

 すでに定型化された理解であるが、戦後福祉国家の展開は、国民国家全域での生活レ

ヴェルの上昇とその平均化を求める声に後押しを受けたこと、また、その政治的・経済的

条件として、福祉国家建設における保守＝革新間での大枠における合意と(11)、長期にわ

たる経済成長があったことによって可能となった。しかし、60年代後期には、すでにこれ

ら福祉国家を支える諸条件は失われつつあり、むしろ人々は、福祉国家建設の過程で表れ

た、その弊害に注目するようになっていた(12)。端的に言ってそれは、中央集権化がもた

らした画一的な行財政運営の問題であったといってよく、労働党自身も、ロンドンの「官

僚たちが効率性の観点から、人々が選んだ代表によることなく……地域における決定の多

くを行っている｣(13)、と述べている。 

 また、60年代後期は、経済成長率が落ち込みを見せたことから、スコットランド、

ウェールズが、イングランドとの連合によって受ける利益（＝帝国維持の受益）を実感す

ることが難しくなっていた時期であった。このときのポンド切り下げとＩＭＦからの融資

は、連合王国が曲がり角に来ていることを人々に知らせた象徴的な事件であったといえる

が（佐藤［2008])(14)、重要であるのは、このことと並行して、スコットランドとウェー

ルズの民族政党である、スコットランド民族党（Scottish National Party,
 

SNP）とウェール

ズ党（Plaid Cymru）の支持がにわかに高まってきていた点である。事実、労働党の基盤

とされていたハミルトン地区で行われた1967年の補欠選挙において、ＳＮＰのユーイング

（Ewing,
 

W.）女史が勝利したことは極めて象徴的な出来事となり、スコットランドの国

民紙スコッツマン（Scotsman）は、「スコットランドがイングランドとの連合を保つこと

                                                                                 

(11) むろん、このような定型化された見解に修正を迫る研究もある。主題が異なるので参考文献

には挙げないが、この点については、Jones, H., and Kandiah, M. D. (eds.), The Myth of Consensus : 

New Views on British history, 1945-64, 1996が基本文献である。 

(12) 新左翼運動が影響力を持っていた時期であることを申し添えておこう（Chun［1993=1999]）。

ただし、人々に認知された「弊害」が、福祉政策の展開そのものに対するものでないことは注

記しておく。 

(13) CAB 129/179/8, “Labour Party, Home Policy Committee, Bringing power to the People, A statement 

of Labour Party Policy”. 

(14) ポンド切り下げとＩＭＦ融資を起点にして、60年代後期から70年代前半にかけて、大蔵省・

イングランド銀行内部で、財政金融政策をいかに運営するべきかの議論が行われていた。実は、

ケインズ主義とマネタリズムの問題はこの時期にすでに集中的に議論されており、この点、政

策思想的に極めて興味深い事実である。こうした財政金融政策の思想上・運営上の変化を、ポ

ンドを軸とした帝国圏の解体とヨーロッパ統合への参画という軸から考察した論文として、佐

藤［2008］がある。 
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から、どれだけの利益がもたらされているのか、あるいは、失われているのか…この点が

自治政府をめぐる議論にとって、最も重要な問題である｣(15)と主張するまでになっていた。

こうした事態が労働党政権の脅威となり、連合王国全体としていかなる体制が好ましいの

か、という認識の形成を促す土壌となったのである(16)。 

 閣僚レヴェルで権限委譲論議が本格的に始まったのは、1968年の半ば過ぎ頃、首相の

ウィルソン（Wilson,
 

H.）、枢密院議長のクロスマン（Crossman,
 

R.）、スコットランド省

大臣のロス（Ross,
 

W.）、ウェールズ省大臣のトーマス（Thomas,
 

G.）、大蔵省のアーム

ストロング（Armstrong,
 

W.）というわずか５名によって開かれた閣僚委員会（ the 

Ministerial Committee on Devolution）においてであった(17)。この会議で口火を切ったのは

クロスマンであったが、彼は、権限委譲案を短期と長期に区別していた。短期的な戦略と

して挙げられたのは、 

 

  (ａ) エディンバラ、カーディフでの大委員会（Grand Committee）の開催 

  (ｂ) ウェールズ会議（一部公選方式で、行政機能を持つ） 

  (ｃ) 行政的権限委譲（保健、農業分野、観光事業、歴史的建造物） 

  (ｄ) 政府機能の分散 

 

の四つである(18)。 

 ここで示された、大委員会の開催にしても、一部公選方式によるウェールズ会議にして

も、新たに意思決定の場を設けること、開催地がスコットランド、ウェールズの首都であ

ることなどから、権限委譲上、象徴的なものとして機能する可能性があるが、これら委員

会・会議の場で議論された内容が連合王国政府の政策形成過程にいかなる影響を与えうる

のかが不明瞭であれば、その存在意義も薄れることが予想される。また、保健、農業、観

                                                                                 

(15) T 328/347, “SCOTSMAN, 18th October 1968”. 

(16) スコットランドの自治権強化のための法案提出は、1938年のReorganisation of Offices 

(Scotland) Act 1939を最後に30年ほど断たれていた。それが60年代後期を境に変化し、Scottish 

Self-Government Bill 1966を皮切りに、 Federal Government Bill 1968 ､ Scotland and Wales 

(Referenda) Bill 1969､Government of Scotland Bill 1970､Scotland (Poll) Proposed Bill 1973､Scottish 

and Welsh Parliaments Bill 1974と相次ぐ法案提出を見ることになる。ウェールズに関してもほぼ

同様の軌跡を辿っている。 

(17) CAB 130/390, “MISC 215 (68) 1st Meeting, CABINET Devolution to Scotland and Wales, Minutes of 

a meeting held at 10 Downing Street, S. W. 1., on Thursday, 18th July 1968 at 6. 30 p. m.”. その後、メ

ンバーは拡充されていく。 

(18) Ibid. 
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光事業、歴史的建造物の管理を内容とした行政的権限の委譲に関しては、人員の増員とコ

ストの増大を認めておらず(19)、スコットランド省、ウェールズ省の裁量はそれほど大き

なものとはならない。さらに、政府機能の分散にいたっては、本質的なものとは考えられ

ない。結果として、これら短期的な戦略は、権限委譲という観点からは極めて小規模で不

十分なものといえるであろう。 

 長期的な戦略は、こうした短期戦略の不徹底を考慮して提出されたものであり、「ドイ

ツの連邦制から類推した、スコットランド、ウェールズ、イングランドの地域政府に基づ

いた連邦制度｣(20)という主張から分かるように、連合王国の中央－地方政府間関係を根底

から改めるような提案といえる。この段階で示されたのは、 

 

  (ｅ) スコットランド問題を検討する王立委員会の開催(21) 

  (ｆ) スコットランド国民議会（National Assembly）の創設 

 

の二点である。現在の権限委譲改革も、財政権と立法権の点からみれば、ウェールズより

もスコットランドに大きな権限を認めているが、この段階でも同様、スコットランドに大

きく譲歩する提案が行われていた。 

 これは、イングランドと合同した歴史的深度と政治的状況の違いを反映し、権限委譲の

範囲と速度が両地域で異なっているからである(22)。事実、1885年にスコットランド省が

設置されてから、農業・漁業、刑法、クラフティング、教育、電力、環境サービス、保健、

ハイランド・諸島開発、住宅、司法サービス、地方政府、警察、刑務所・消防、道路、船

舶・道路運輸サービス、社会福祉事業、スポーツ・美術、観光業、都市計画、ユース・

サービス、コミュニティ・サービスといった分野で行政的な権限委譲化が進められてきた

歴史がある(23)。加えて、スコットランドに配慮した法案作成を行うために、スコットラ

                                                                                 

(19) ただし、大蔵省のアームストロングの試算では、結果として歳出増となることが指摘されて

いる。CAB 130/390, “MISC 215 (68) 2, 15th October 1968, CABINET Devolution to Scotland and 

Wales, Administrative Devolution, Memorandum by Sir William Armstrong”. 

(20) CAB 130/390, “MISC 215 (68) 1st Meeting, CABINET Devolution to Scotland and Wales, Minutes of 

a meeting held at 10 Downing Street, S. W. 1., on Thursday, 18th July 1968 at 6. 30 p. m.”. 

(21) 1952年に開催された王立委員会（=the Balfour Commission）よりも大きな権限が付与されるべ

きことが主張されている。Ibid. 

(22) Democracy and Devolution : Proposals for Scotland and Wales, London, HMSO, Cmnd. 5732, 1974. 

(23) 権限委譲には、立法権の委譲と行政権の委譲という二種類があり、ここで示したように、行

政権の委譲に関しては、歴史的に「新しいものではない」。Ibid, p.3. 
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ンド大委員会（the Scottish Grand Committee）、スコットランド常任委員会（Scottish 

Standing Committee）も設置されている。対してウェールズでは、1951年にスコットラン

ド問題を扱う閣僚の任命がされたあと、1964年にようやくウェールズ省が設置されている

にすぎない。委譲された行政権限も住宅、保健、社会福祉事業、初等・中等教育、チャイ

ルド・ケア、都市計画、水道、幹線道路、観光業、森林業、農業などに関するもののみで

あり、スコットランドと比べて進んでいるとはいえない。 

 このような歴史的背景のもと、王立委員会の設置とスコットランド国民議会の創設が検

討されたのであるが、後者の国民議会については、「教会総会（＝the Church Assembly）

の方向性で創設されるもの｣(24)と言われていることから分かるとおり、この時点では、通

常イメージされる立法議会とは異なるものと考えられていた。教会総会はイングランド国

教会に関わる法（＝Measures）をウェストミンスター議会とは独立に審議する場であるが、

これを通過した後には議会にかけて最終的に裁可される必要がある。すなわち、究極的な

決定権限は議会が有している形となる。スコットランド国民議会にも教会総会と同様の意

思決定方式を採用することで、連合王国議会の政治的・経済的な統一の維持が可能である

と考えていたと思われる。その後もスコットランド議会、ウェールズ議会を表す用語とし

て、ParliamentではなくAssemblyが用いられるのは、この時期に、イングランド国教会の

the Church Assemblyに模した制度形成が行われようとしたからだと考えられる(25)。 

 ウィルソンはこの提案を受け、枢密院議長、スコットランド相、ウェールズ相がさらに

踏み込んでこれらの問題を検討すべきこと、短期と長期、両方の観点を踏まえて検討する

必要があるとまとめたが(26)、およそ三カ月後に開かれた二回目の内閣委員会では、以上

のクロスマン提案よりもラディカルな権限委譲案が示されることになった。スコットラン

ド問題だけでなく、ウェールズ問題をも含んだ王立委員会を設置すべきことが決定された

のである。この場で議論の叩き台とされた案は、主に短期的な戦略について検討したクロ

                                                                                 

(24) CAB 130/390, “MISC 215 (68) 1st Meeting, CABINET Devolution to Scotland and Wales, Minutes of 

a meeting held at 10 Downing Street, S. W. 1., on Thursday, 18th July 1968 at 6. 30 p.m.”. 

(25) 現在は、スコットランド議会にはParliament、ウェールズ議会にはAssemblyという用語がそれ

ぞれ用いられている。なお、イングランドの教会総会の権限は、the Synodical Government 

Measure 1969によって拡張され、1970年から、現在の形であるThe General Synodになっている。

この点、Synodical Government in the Church of England : A Review, London, Church House 

Publishing, 1997が詳しい。 

(26) CAB 130/390, “MISC 215 (68) 1st Meeting, CABINET Devolution to Scotland and Wales, Minutes of 

a meeting held at 10 Downing Street, S. W. 1., on Thursday, 18th July 1968 at 6. 30 p. m.”. 
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スマンの『スコットランド、ウェールズへの権限委譲 ― 今後の政策 ― 』(27)と、ウェー

ルズを含んだ長期的な戦略について検討し、王立委員会の設置を説いたスコットランド相、

ウェールズ相、そして新たに加わったキャラハン（Callaghan, J.）内務相が共同で作成し

た覚書 ―『スコットランド、ウェールズへの権限委譲』(28)
 ― である。 

 クロスマンはこのとき、短期的戦略を今期の議会で公表し、長期的な戦略を、地方制度

改革を提言する予定の、二つの王立委員会報告書 ―『イングランドにおける地方政府に

関する王立委員会報告書』および『スコットランドにおける地方政府に関する王立委員会

報告書』(29)
 ― の検討を経た後に議会で公表すべきであることを訴えていた(30)。ちょう

どこのとき、1888年以来の大規模な地方制度改革が望まれており、クロスマンはこの王立

委員会報告との関係で権限委譲が進められるべきことを主張したわけである。 

 しかし、こうしたクロスマンの意見は、内務相、ウェールズ相、スコットランド相には

本格的な権限委譲を先延ばしするものと捉えられ、批判を浴びている。たとえばウェール

ズ相は、「政府は議会の開会宣言において、自らの行政的な権限委譲提案について憲法委

員会に言及して知らしめる必要がある。さもなければ、政府は行政的権限委譲を進める考

えを何も持っていない、という結論を引き出されるだろう。こうなれば、政府は強い批判

にさらされることになる」と述べている(31)。また、ウェールズ相が、「ウェールズの再

編成について、なぜ、審議事項がイングランドに限られている王立委員会報告を待たねば

ならないのか、これではウェールズの世論を説得することは不可能である｣(32)と述べてい

たことから分かるとおり、一見もっともらしいクロスマンの主張の根拠は十分ではなかっ

                                                                                 

(27) CAB 130/390, “MISC 215 (68) 1, CABINET Devolution to Scotland and Wales, Future Policy, 

Memorandum by the Lord President of Council”. 

(28) CAB 130/390, “MISC 215 (68) 4, CABINET Devolution to Scotland and Wales, Proposed 

commission of Inquiry, Joinnt Memorandum by the Secretary of State for the Home Department and the 

Secretary of State for Scotland and the Secretary of State for Wales”. 

(29) 『イングランドにおける地方政府に関する王立委員会報告書』に関する検討については、先

に挙げた高橋［1978］がある。また、時期が異なり、課題が異なるため参考文献に挙げないが、

越智洋三による「イギリスの地方財政調整制度の変遷 上・下」、東北大学経済学会『研究年

報経済学』35(４)、36～59頁、36(１)、74～95頁、1974年は、70年代の地方財政改革の歴史的

文脈を考えるうえで重要である。 

(30) CAB 130/390, “MISC 215 (68) 2nd Meeting, CABINET Devolution to Scotland and Wales, Minutes of 

a meeting held in the Prime Minister’s Room, House of Commons, S. W. 1., on Wednesday, 23rd October 

1968 at 6.00 p.m.”. 

(31) Ibid. 

(32) CAB 130/390, “MISC 215 (68) 3rd Meeting, CABINET Devolution to Scotland and Wales, Minutes of 

a meeting held at 10 Downing Street, S. W. 1., on Monday, 28th October 1968 3. 00 p. m.”. 
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た。 

 結果として、スコットランド相、ウェールズ相、内務相の覚書『スコットランド、

ウェールズへの権限委譲』にあるとおり、ウェールズ問題の検討を含んだ形で、しかも進

行中の二つの王立委員会報告を待つことなく、即座に王立委員会が設置されるべきことが

決定した(33)。このことは早くも10月30日のクィーンズ・スピーチで言及されている(34)。 

 ここで、覚書の一節を引用しておこう(35)。 

 

   「われわれは、連合王国の中央政府システムにいかなる変化が必要であるのかを検

討するために、憲法委員会の設立を望むものである。……人民により近しい政府へ、

という、とりわけスコットランドとウェールズにおける自治政府確立の可能性を論ず

る議論の熱烈さは、この問題を、重要かつ喫緊の問題として考えられているもののな

かでも最も優先度の高いものとして認識する必要があることを示している。……ス

コットランド行政については以前から調査の主題であったこともあったし、スコット

ランドとウェールズへの権限委譲の問題はしばしば議論されてきたのであるが、これ

らは連合王国全体を視野に入れたうえで考察されてこなかった。……われわれは、 

委員会の付託事項の中で重要な要素になるものとして、連合王国の諸国家内部におけ

る、地域レヴェルの政府という、新たな層（tier）を確立する可能性を考察すべきで

ある。」 

 

１－２ Unityの維持 

 大要、以上のような背景を持ってキルブランドン委員会の設立が決定されたのであるが(36)、

この委員会が有した、もう一方の性格についても指摘しておかねばならない。実は、以上

                                                                                 

(33) Ibid. 

(34) HL, Deb 30 October 1968 vol 297 c4.  

(35) CAB 130/390, “MISC 215 (68) 4, CABINET Devolution to Scotland and Wales, Proposed 

commission of Inquiry, Joinnt Memorandum by the Secretary of State for the Home Department and the 

Secretary of State for Scotland and the Secretary of State for Wales”. 

(36) 結局、キルブランドン委員会のメンバー選定は、「緊急性」を理由にスコットランド相と

ウェールズ相とに相談しないこととされたが、この覚書には、委員会のメンバーとして、上

院・下院の政治家、法律家、エコノミスト、産業連盟や労働組合からの参加者が考えられてい

たほかに、コモンウェルス諸国からの参加が望ましいと主張されており、帝国と自治政府確立

との問題が関連づけられていた点で、極めて興味深い主張を含んでいたものであったといえる。

T 353/109, “MC (68) 1st Meeting, 16th December, 1968, Matters arising from the appointment of the 

Commission on the Constitution”. 
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でみたスコットランド、ウェールズにおける自治政府確立の要望と矛盾するようではある

が、当時の労働党政府は、連合王国の経済的・政治的統一を保持しなければならない、と

考えていた。 

 少数派の意見として、「スコットランドとウェールズにおける民族主義的な世論を宥和

するために、現時点で、さらなる行政的分権を模索するのは賢明ではない。政府の経済政

策が成功すれば、そのような意見は雲散霧消するであろう｣(37)、というものがあったこと

を別とすれば、クロスマンが「政府は、分離主義者に対して攻勢をかける必要がある｣(38)

と述べていたように、大勢としてはＳＮＰが主張するような分離主義的見解には極めて強

い反対の姿勢を見せていた(39)。この点、当時の閣内で最もラディカルな主張を持ってい

たスコットランド相、ウェールズ相も同様であり、先の覚書には、委員会設立の必要性と

その権限について述べた後(40)、「極端な分離主義的な提案を委員会が行うことはありえ

ない」、と分離主義的提案を退けているのである(41)。これは、彼らが連合王国政府の閣

僚である以上、当然のことであったといえる。すなわち、政府としては、スコットランド、

ウェールズへの権限委譲を進めるとともに、連合王国の政治的・経済的な統一を維持する

という一見すると相矛盾する道を選択したわけである。クロスマンの表現によれば、「新

たな地域行政と、ウェストミンスターにおける活発な政治生活の維持という二重の目的に
、、、、、、

適うよう
、、、、

に、議会および中央政府行政にいかなる変化が必要であるのか、という問いに取

り組むのが正しい方向であると信じている」、ということになる(42)。 

 結果として、以下でふれるキルブランドン報告においても、「われわれは、政府に対す

る不満の主要な原因の一つがロンドンへの中央集権化 ― あるいは多くのものが論じるよ

うに過度の中央集権化 ― にあることを見てきた」としつつも、「連合王国内の全人民の

                                                                                 

(37) CAB 130/390, “MISC 215 (68) 2nd Meeting, CABINET Devolution to Scotland and Wales, Minutes of 

a meeting held in the Prime Minister’s Room, House of Commons, S. W. 1., on Wednesday, 23rd October 

1968 at 6. 00 p.m.”. 

(38) CAB 130/390, “MISC 215 (68) 1st Meeting, CABINET Devolution to Scotland and Wales, Minutes of 

a meeting held at 10 Downing Street, S. W. 1., on Thursday, 18th July 1968 at 6. 30 p.m.”. 

(39) Ibid. 

(40) キルブランドン委員会の権限（terms of reference）の基本的骨格は、このときスコットランド

相、ウェールズ相、内務相の共同覚書によって与えられ、若干の修正が施されている。 

(41) CAB 130/390, “MISC 215 (68) 4, CABINET Devolution to Scotland and Wales, Proposed 

commission of Inquiry, Joinnt Memorandum by the Secretary of State for the Home Department and the 

Secretary of State for Scotland and the Secretary of State for Wales”. 

(42) 傍点は佐藤による強調部分。CAB 130/390, “MISC 215 (68) 1, 15th October 1968, CABINET 

Devolution to Scotland and Wales, Future policy, Memorandum by the Lord President of the Council”. 
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繁栄と彼らにとっての良き統治とは、議会の至高の権威を含め、政治的・経済的な統一が
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、

保持
、、

されるときに、もたらされるであろう｣(43)、という観点が繰り返し強調されることに

なったのである。この委員会報告を受けた政府白書においても、「政府は分離主義的、連

邦主義的な解決策を退けた王立憲法委員会に賛同し、連合王国の経済的・政治的な統一性

の維持に最大限の重要性を与える」、とされたのは言うまでもない(44)。 

 以上でみた、連合王国の統一性と権限委譲の推進という一見矛盾するような見解は、後

の政府白書で、「統一性」（=Unity）と「画一性」（=Uniformity）との違いとして区別さ

れ、強調されている。すなわち、連合王国全体の統一性の維持は、連合王国内部の画一

性・均一性を意味せず、多様性を含みながらも諸国家が有機的な全体を形成することが可

能であるというのである(45)。キルブランドン報告では、主権国家の型を巡り、(１)主権

をウェストミンスター議会が保持する統一主義、(２)文字通りいくつかの主権国家への分

離を主張する分離主義（separatism）、(３)主権を分与する連邦主義（federalism）という

三つのものが論じられていたが、以上の議論から明らかなように、政府としては、連合王

国の政治的・経済的統一の維持という観点から、(２)だけではなく(３)をも廃すことを決

定したわけである。 

 

 

 2. 財政を通じたUnityの維持 

 

２－１ キルブランドン委員会の諸提案 

―

 財政権限による比較 

― 

 問題は、いかようにして、スコットランド、ウェールズへの権限委譲と、連合王国の統

一性を同時に達成できるのか、という点である。この問題の答えは、これまでに何度かふ

れたキルブランドン委員会報告の中身についてみると、理解することができる(46)。 

 図１に示したように、キルブランドン委員会が提案した権限委譲案は合計七つあり、そ

の限りではメンバー全員の完全な合意が得られているわけではない。しかし、ひとまずイ

                                                                                 

(43) Royal Commission on the Constitution, 1969-73, Volume Ⅰ Report, London, HMSO, 1973, p.165. 

傍点は佐藤による。 

(44) CAB 129/179/8, “C (74) 98, 3 September 1974, CABINET Devolution, Memorandum by the Prime 

Minister, Annex A Democracy and Devolution-Proposals For Scotland and Wales”. 

(45) Our Changing Democracy : Devolution to Scotland and Wales, London, HMSO, Cmnd. 6348, 1975. 

(46) 以下のキルブランドン報告の提案の整理は、Democracy and Devolution : Proposals for Scotland 

and Wales, London, HMSO, Cmnd. 5732, 1974の付録によっている。 
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図１ キルブランドン委員会提案の概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所）Democracy and Devolution : Proposals for Scotland and Wales, London, HMSO, Cmnd. 5732, 1974 

の説明をもとに筆者作成。 

 

ングランドのみの権限委譲提案である、スキームＦとスキームＧ(47)を除けば、大まかに

いって、キルブランドン委員会の多数派提案であり最も支持を集めたスキームＡと、クラ

ウサーハントと（Lord Crowther-Hunt）と財政学者のピーコック（Peacock, A.）による

少数派提案であるスキームＢとの対立として整理可能である(48)。スキームＡは労働党政

府が大筋として支持した枠組みであるが、その理由に踏み込む前に、キルブランドン委員

会が提案した各スキームの要点を記しておこう。 

 

   1. スキームＡ：スコットランド、ウェールズに立法的権限委譲（legislative 

devolution）を行い、議会を創設する。委譲事項は、表１のとおりである。また、

スコットランド政府（executive）とウェールズ政府は、議会から任命された閣僚

によって構成され、与党の党首が首相（chief Minister, Premier）となり内閣を形 

                                                                                 

(47) スキームＦは、イングランドを８つの地域に分割し、これら地域の地方政府議員によって構

成される諮問会議を設置するというものである。立法的・行政的権限は付与されない。スキー

ムＧは、イングランドに地方政府協議委員会を設置するというものである。 

(48) クラウサーハントとピーコックは、別途、Royal Commission on the Constitution, 1969-73, 

Volume Ⅱ Memorandum of Dissent, London, HMSO, 1973を公表している。ちなみに、ここでいう

ピーコックとは、「転位効果」で知られるピーコックである。 

Scheme B

Scheme C

Scheme A

Scheme D Scheme E

Scheme  F

Scheme  G
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表１ スコットランド議会、ウェールズ議会への委譲事項 

 

スコットランド、ウェールズ議会への委譲事項 スコットランド議会のみ 

地方政府 

都市計画 

ニュータウン 

住 宅 

建築統制 

上下水道 

史的記念物、歴史的建造物 

道路（道路建設、輸送機関の許認可を含む） 

道路旅客運送業 

港 湾 

その他環境事業（汚染防止、沿岸保護、洪水防止） 

教育（大学を除く） 

青年、コミュニティ・サービス 

スポーツ、リクリエーション 

芸術・文化（ウェールズ語、ゲーリック語を含む） 

福祉サービス 

健 康 

規制業務（投棄、賭博、くじ、猥褻文書、店舗営業時間､

酒類販売免許） 

農業、漁業、食料 

林 業 

王室領 

観光事業 

警察 

消防 

刑事政策・行政 

刑務所 

司法行政 

法的事項（法改革含む） 

ハイランド、諸島開発（小作農含む） 

海上輸送 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所）Devolution within United Kingdom-Some Alternative for Discussion, HMSO,1974. 

 

    成するという、ウェストミンスター議会の伝統にならった方式である。財政権限

については、支出の決定を自由に認める一方で、課税権は限定的なものしか認め
、、、、、、、、、、、、、、

られない
、、、、

。 

   2. スキームＢ：スコットランド、ウェールズ、イングランドのそれぞれの地域に

公選議会と、国と地方を媒介する中間レヴェルの政府（intermediate level governments)

を創設する。スコットランド、ウェールズ、イングランド地域政府は、スキーム

Ａのような内閣モデルではなく、中央政府が地方に有する出先機関を引き継いだ、

機能的委員会（a functional committee）の形で運営する。また、各地域政府は、
、、、、、、、

独立した財
、、、、、

政権限を有する
、、、、、、、

。 

   3. スキームＣ：スコットランド、ウェールズ、そして、イングランドを８つの地

域に分割したうえで、行政的権限委譲を行う。各地域は公選議会を持つが、ス

キームＢと比べ、議会の立法的権限と行政的権限は制限される。また、地域議会
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は独立した財政的権限を持たない。さらに、スコットランド省、ウェールズ省を

なくす。 

   4. スキームＤ：ウェールズ諮問会議（Welsh Advisory Council）の設置。ウェール

ズ省の諮問機関として、公選会議を設置する。これによって、ウェールズ省の機

能は強化されるが、立法的、行政的権限は持たない。 

   5. スキームＥ：諮問・立法機能を持つスコットランド会議（A Scottish Council）

の設置。 

 

 スキームＣは、スキームＢの権限委譲範囲が縮小された提案であり、スキームＤ、ス

キームＥは、スキームＡの権限委譲範囲が縮小された提案であると考えられる。スキーム

Ｄ、スキームＥは先にみたクロスマンによる短期的戦略のうち、一部公選方式で行政機能

を持つというウェールズ会議の提案に近く、そのために、もとより連合王国の憲法体制の

変革をにらんだ内閣委員会の方針とは異なるものである。よって、政府のとるところでは

ない。ここから、政府の検討対象は、スキームＡとスキームＢ（あるいはスキームＢの縮

小形態であるスキームＣ）であったと考えられる。 

 スキームＡとスキームＢを比較した場合、スキームＢの方がよりラディカルな提案と

なっていることは、権限委譲提案をスコットランド、ウェールズに限定しないこと、財政

権限の委譲を大幅に認めていることから明らかである。このことは、とりわけ、財政権限

に着目して比較しておく必要がある。 

 表２は、ピーコックが示した各政府の歳出推計であるが、中間政府がかなりの存在感を

示していることが分かる。現行システムでは、中央政府は歳出全体の73％を占めており、

地方政府は３割程度を支出しているにすぎないが、中間政府は中央政府の歳出項目のうち、 

 

表２ キルブランドン委員会少数派報告による各政府の歳出推計（1968-69）(100万ポンド)
 

 
委譲された支出項目 現行システム 

政府の層 
経常支出 ％ 資本支出 ％ 合計 ％ 合計 ％ 

１ 中央政府 7,900 48 1,980 41 9,880 46 15,660 73 

２ 中間政府 4,680 28 1,100 23 5,780 27 － － 

３ 地方政府 4,060 24 1,730 36 5,790 27 5,790 27 

４ 政府全体 16,640 100 4,810 100 21,450 100 21,450 100 

出所）Royal Commission on the Constitution, 1969-73, Volume Ⅱ Memorandum of Dissent , London, 

HMSO, 1973, p.139. 
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かなりの部分が委譲されることによって、およそ３割の支出を行うようになると考えられ

ているからである。結果、中央政府は５割弱の支出水準にまで落ち込むことが見込まれて

いる。 

 重要であるのは、スキームＢがこうした中間政府の歳出水準に見合った課税権の委譲を

大幅に認める必要があることを強調している点である。事実、少数派報告では、「こうし

た政治的・憲法的構想に見合った財政的スキームの修正が、明らかに決定的なものであ

る」と述べたのちに、「たとえ、技術的に連合王国政府からの補助金によって、中間政府

の歳出をファイナンスすることができるといっても（そして、自らの歳出パターンの決定

が完全に自由にされるといっても）、われわれは、これらの政府が独立して歳入を上げる

権限を持つべきこと、そして、そうした権限の所有と行使が、中央政府からの独立と、自

らの問題にこれまで以上に関与するというセンスを養うものであろうことを信じている｣(49)、

と主張している。すなわち、課税権の付与が財政民主主義を通じて、人々が住まう地域へ

の関心を養うことにつながるという点に価値が置かれているのである。スキームＢでは、

課税権として、地域の居住者や労働者に対する付加的所得税（a supplementary income tax）、

関税・付加価値税に付加的に課される低率かつ従価による小売売上税、（車両使用税やガ

ソリン税のような）自動車・燃料消費課税、所得税への固定税率による分与税（shared tax)

を考えているほか、他の財源として、中央政府からの補助金、借入権も考慮している。 

 しかし、政府が支持し、権限委譲改革の骨格を提供したスキームＡの方は、このような

意味で課税権を考えてはいない。多数派によるキルブランドン報告では、独立した課税権

を「限定的」に認める立場ではあるが(50)、あくまで地域政府の財源は中央政府からの補

助金によって賄うことで事足り、税源は権限委譲改革の象徴的（presentational）な意味し

か与えられていないからである(51)。少数派報告による、「たとえ、技術的に連合王国政

府からの補助金によって、中間政府の歳出をファイナンスすることができるといっても…

…」という文言は、こうした多数派報告の立場を踏まえて書かれたものである。なぜ、こ

のような立場となったかといえば、以下でみるように、実はキルブランドン報告多数派や、

それを支持した政府の人間が、立法権限・行政権限の委譲を行う一方で、財政権限さえ中

央政府に保持されてさえいれば、連合王国全体の政治的・経済的な統一性の維持が可能で

あることを理解していたためである。 

                                                                                 

(49) Ibid, p.104. 

(50) 後に示すように、結局、政府は、この限定的な意味での課税権さえ認めなかった。 

(51) Royal Commission on the Constitution, 1969-73, Volume Ⅰ Report, London, HMSO, 1973, p. 476. 
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２－２ スコットランド予算の作成とパリティ原則の確立 

 それでは、こうした、財政を通じて政治的・経済的な統一を達成するというキルブラン

ドン報告多数派の見解は、いかにして形作られたのであろうか。この点が最も明確に表れ

るのが、「スコットランド予算」（Scottish Budget）の作成過程である。 

 先に、「スコットランドがイングランドとの連合を保つことから、どれだけの利益がも

たらされているのか、あるいは、失われているのか？ ……この点が自治政府をめぐる議

論にとって、最も重要な問題である」、というスコッツマンの記事を紹介したが、このこ

とと関連して、1960年代後半、スコットランド予算の作成が急ピッチで進められていた。

これは、ＳＮＰにとっては、「現在の連合王国を前提としたシステムの下で、スコットラ

ンドが（イングランドに）搾取されているかどうか｣(52)という問いと表裏一体のもので

あったが、当然、ＳＮＰは、凋落するイングランドをスコットランドが支えており、この

ことに起因してスコットランドの経済的パフォーマンスが振るわないと考えられていた。

こうした認識が、スコットランドがイングランドから独立し、順調な経済成長を達成する

べきだという主張（＝分離主義的主張）を支えていたわけである(53)。 

 実際に、連合王国全体と比較した場合、明らかにスコットランドに対して冷淡な数字が

示されていた。図２が示すように、一貫してスコットランドの失業率は連合王国の水準を

上回っていた。連合王国全体の経済的パフォーマンスがその他地域と比べて良かったのは、 

イングランド（とりわけイングランド南部）の経済的パフォーマンスが良好だったからに

他ならない。この点、産業別従事者比率を見ても同様である（表３）。当時、雇用吸収能

力に長けていた化学、自動車、繊維産業の雇用従事者比率については連合王国と比較して

低水準であったし、肉体労働者の平均賃金は、イングランドばかりでなくウェールズと比

較しても目に見えて悪かったのである。 

 一方、労働党政府としては、ＳＮＰの主張とは逆に、スコットランド、ウェールズがイ

ングランドから経済的な便益を受けていること、独立によるアドバンテージがないことを、

何としても示す必要があった。当初より閣内では、「分離主義に対する批判は、連合解消

の経済的帰結と民族政党の信頼性に関して集中して行われるべきである｣(54)、といわれて 

                                                                                 

(52) T 328/347, “Scottish budget, by A. J. G. Isaac, 12th June, 1969”. 

(53) 現在ではスコットランド、ウェールズ、イングランドごとの諸統計が整備されているが、こ

のときには現在のように信頼できる統計は存在せず、とりわけＳＮＰでは、客観的ではない、

印象に基づくイングランド批判が展開されていたといえる。 

(54) CAB 130/390, “MISC 215 (68) 1st Meeting, CABINET Devolution to Scotland and Wales, Minutes of 

a meeting held at 10 Downing Street, S. W. 1., on Thursday, 18th July 1968 at 6. 30 p.m.”. 
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図２ スコットランド、ウェールズの失業率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所）1966年～68年については、Royal Commission on the Constitution, 1969-73, Volume I Report, 

London, HMSO, 1973, p.139より。そのほかは、T374/2＝Devolution : statistics on public expenditure

より作成。 
 

 

表３ 肉体労働者の平均賃金（連合王国全体に対する比率、男性）と地域ごとの産業別 

  従事者比率 

 
 1960年 1965年 1970年 1971年 1972年 1973年 1974年 

スコットランド 91.6 94.2 96.4 96.6 97.5 98.6 99.5 

ウェールズ 101.4 98.5 99.6 100.6 99.4 99 97.8 

1960年 スコットランド ウェールズ 北アイルランド 連 合 王 国   

食糧･飲料･たばこ 11.2 5.1 17.2 8.1    

化  学 5 8.8 2.9 6.2    

金 属 製 品 8.8 35.7 - 8.5    

工学・電子 28.1 16.8 20 28.3    

造  船 9 0.1 10.5 3.2    

自 動 車 7 6.7 6.7 11.7    

金 属 品 3.3 6.7 2 6.2    

繊  維 7.4 5.1 22.9 6.1    

そ の 他 19.7 15 17.8 21.7    

 100 100 100 100    
 
出所）肉体労働者の平均賃金は、T374/2＝Devolution : statistics on public expenditureより作成。地域

ごとの産業別従事者比率については、McCrone, G., Scotland’ s future : The economics of nationalism, 

Oxford, Basil Blackwell, 1969. 
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いたが、ＳＮＰとの財政統計を巡る取引において、にわかにこの問題が浮上したのである。 

 重要であるのは、スコットランド予算作成の過程で、(１)パリティ原則（the principle 

of the “parity”）と(２)補助金による地域財政の誘導という、現在まで続く地域財政運営の

基本原則が確立され、これがキルブランドン報告の財政面における権限委譲改革の特徴を

形づくった、という点である。 

 この二つの原則の意味は、オックスフォード大学のマクグローン教授が、大蔵省、歳入

庁、スコットランド省などの協力を得て1969年に公表した「スコットランド予算」

（Scottish Budget）を見ればよくわかる。マクグローン教授は、イギリスの地域政策、と

りわけスコットランドにおける地域政策の展開についての第一人者である。表４は、67年 

 

表４ スコットランド予算 

（100万ポンド） 

歳入 歳出   

所得税 297 経常支出   

付加税 23 内訳： スコットランド内における歳出（1967/8会計年度) 937 

収益税 3  地方自治体歳出分控除 -299 

法人税 98  地方自治体への政府補助金 178 

海外からの法人所得収入 -6   816 

(ａ) 415  暦年への調整分（1967年） -24 

消費税 351   792 

自動車税 22 その他スコットランド負担   

輸出戻し減税 -9 内訳： 防衛費 224 

選択的雇用税 39  国債費 105 

印紙税 6  海外関係費 31 

その他雑収入 8  その他 36 

(ｂ) 417   396 

国民保険料負担 179 経常支出合計  1188 

貿易黒字（総計） 1 資本支出   

レント 9 内訳： 総固定資本形成（1967/8会計年度) 288 

利息配当金 74  補助金およびその他投資（1967/8会計年度) 94 

資本課税 37   382 

(ｃ) 300  地方自治体支出分控除 -213 

歳入合計(ａ)＋(ｂ)＋(ｃ) 1132  地方自治体への政府補助金 18 

   187 

  暦年への調整分（1967年） -12 

   175 

  投資控除分（スコットランド特別住宅協会、ニュータウン法人) -20 

 資本支出計  155 

 歳出合計  1343 

出所）T328/347＝Committee on the Commission on the Constitution : devolution of fiscal powers. 
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において、仮説的に
、、、、

スコットランド地域が独立で財政を営んだ場合、いかなる財政構造と

なるのか、その内訳を示しているが、一目瞭然、歳出が超過し財政赤字を抱えるようにな

ることが分かる。所得税、法人税ばかりでなく、国民保険料負担を加味した歳入合計は11

億3200万ポンドであったが、一方の歳出は13億4300万ポンドと、しめて２億1100万ポンド

の財政赤字となっていたのである。経常支出には防衛費、国債費、海外関係費という当時

大蔵省では「帝国貢献費」（Imperial contributions）と呼ばれるものも含んでいるが、これ

は国家が対他的な存在である以上、この費目は欠かすことができないものである。資本支

出もなかなかの大きさである。 

 このスコットランド予算は、当時のファイナンシャル・タイムズ紙上において「スコッ

トランド独立の困難｣(55)として報道されるなどセンセーショナルなものとなったが、大蔵

省はこの事実を、スコットランド独立を阻止する根拠として大いに活用している。この点、

大蔵省のアイザックは、「連合王国予算のなかにスコットランド予算を位置づけて判断す

るならば、スコットランド人はその一人あたまの課税割合に比して、より多くの恩恵を受

けていることは明らかである。……この文脈において、われわれは、スコットランド予算

が（独立への関心から）注意をそらすものとなる、というマクグローン博士の主張に賛成

する｣(56)、という感想を持っていたが、こうした見解は大蔵省内部で広く共有されていた。

スコットランドはその独立によって便益を得るよりもむしろ、大きな損害を被る、という

理解である。この点はのちに、イングランドからのスコットランドに対する補助金が重要

であるとの認識につながる部分である。 

 加えて、このスコットランド予算がもたらしたものとして、「課税と歳入のパリティ原

則」（the principle of the “parity” of taxation and of services）がある。パリティ原則とは、一

人あたまの歳出額をイングランドの歳出額を基準に決定し、かつ、地域政府の独断による

委譲税源の行使を留保するというものである。この原則は、北アイルランドと連合王国の

財政関係を、スコットランド、ウェールズの財政関係に応用しようとしたところから出て

きた考えである(57)。 

 北アイルランドは周知のとおり、1801年の連合王国とアイルランド王国の合併／植民地

化ののち、連合王国に対する独立紛争を経て、1920年のアイルランド統治法によって自治

                                                                                 

(55) T 328/347, “Pitfalls of Scottish independence, May 22 1969”. 

(56) T 328/347, “Scottish Budget, by A. J. G. Isaac, 12th June, 1969”. 

(57) 以下の北アイルランド財政の記述は、Royal Commission on the Constitution, 1969-73, Volume Ⅰ 

Report, London, HMSO, 1973, pp.383-403を参照している。 
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権が与えられた自治政府である。このとき制定された1920年法には、自らの歳入にのみに

よって権限委譲された業務の費用を賄うという、「歳入ベース」（revenue basis）で地域

財政を運営すべきことが規定されていた。しかし、歳出には、先にふれた帝国貢献費とい

われる国債費、防衛費、海外関係費が含まれていた一方で、委譲された税源が関税、消費

税、法人税、個人所得税という大きな歳入をもたらすものを除いた、遺産税、印紙税、自

動車税、賭博税などであったために、法案施行直後に訪れた20年代の経済停滞と失業増に

よる税収減によって帝国貢献費を賄うことすら困難になってしまった。そのため、北アイ

ルランドと連合王国との財政関係をゼロベースで議論したコルウィン委員会が発足し、自

前の歳入のみに依存した歳入ベースの地域財政運営を行うのではなく、イギリスから割り

当てられる資金によって、北アイルランド財政を賄うという方策が提案された。これは、

十分な歳出水準を確保することを優先するという、「歳出ベース」（expenditure basis）の

地域財政運営への転換を意味した。 

 この歳出ベースの議論は、その後、戦後の福祉国家拡大の機運とともに、北アイルラン

ドの失業保険、失業補助、児童手当の支出を連合王国からの移転費によって賄うことが制

度化される中で定着し、イングランドと均等水準での歳出を可能とする財政制度として確

立された。以上の連合王国と北アイルランドとの財政関係は、委譲された税源を留保し、

連合王国と足並みをそろえて財政政策を行うことと合わせ、課税と歳出の「パリティ原

則」といわれるようになったが、このとき、スコットランド、ウェールズへの権限委譲論

議の中で、極めて有効に機能したモデルとして注目されるようになったのである。 

 すなわち、「スコットランド人は北アイルランドの財政方式 ― 歳入・歳出のパリティ 

― に倣う強いインセンティブを持っているだろう（ある点において歳出の均等原則は、

たとえば、北アイルランドの失業率が連合王国の水準に比して高い場合、連合王国との比

較においてより多くの歳出を北アイルランドにもたらすことと、北アイルランドの産業に

対してより多くの補助金をもたらすことを正当化する。）。北アイルランドにおいて一人

あたま国民所得が、連合王国の水準に比してより低い場合、それは歳入・歳出のパリティ

原則から、連合王国
、、、、

から北アイルランドへの自動的な補助金
、、、、、、、、、、、、、、、、、、

を与えることを意味する。ス

コットランドに対しても同様であろう。所得の不均等に関してはそれほどではないが、ス

コットランドの人口はますます増大していっているのである。……均等原則の適用は ― 

これは適用することが賢明であるが ― 独立を志向する動きを抑制するものとなる
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、

だろ
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う｣(58)、という認識である。この点、初期の議論において、「経済に対する既存の中央統

制の効果を弱めようとする見解を徹底して退けるという立場から、われわれ全員が出発す

るものと確信している｣(59)と主張されていたことと合わせて興味深いものがある。 

 1969年６月26日に行われたキャラハン蔵相のスコットランド（エディンバラ）訪問の際

に読まれた文書は、こうした大蔵省内部の議論を踏まえて準備されたものであったが、そ

こには、「連合法が、スコットランドにイングランドと帝国がもたらした巨大な市場への

接近を可能とした｣(60)ことが述べられたほか、独立の経済的不利益が主張されることにな

るのであった。 

 実際にスコットランド省では、パリティ原則を利用して、スコットランドに利益誘導を

行うことが慣例となっていた。例えば、1970年に、イングランドにおいて保育教育関連費

の増大が認められた際の、「もしも教育・科学省によってイングランドの保育教育費の増

大が提案されるのであれば、（スコットランドに対して）同様の増大（a parallel 

expansion）が行われるであろう……その提案がもしも認められるのであれば、イングラ

ンド、スコットランド、ウェールズに等しく実施されるべきである｣(61)という発言はパリ

ティ原則の遂行を明白に表現したものであったし、さらに、「スコットランド人の視点か

ら最も重要なことは、全体として、イングランドのサービスに対応した形で、できるだけ

大きな資金配分シェアを獲得することである｣(62)というような、利益を最大化する戦略が、

パリティ原則の範囲の中で行われていた。スコットランドは、ハイランド地方や諸島など

複雑な環境を備えていることに加え、そもそも経済的に停滞しているという事実そのもの

が、イングランド、連合王国平均と比較して、財政資源の獲得を有利にしていた(63)。 

 表５にみられるように、スコットランドとウェールズには、イングランドと比較して明 

                                                                                 

(58) T 328/347, “Scottish Economy : Comparisons with Northern Ireland, by P. V. Dixon, 11th June, 1969”. 

傍点は佐藤による。ちなみに、人口をベースとして、地域政府に補助金を配分する方法が1978

年にバーネット公式として確立されるが、ここで引用した言葉は、その議論の背景としても注

目できるものであろう。 

(59) T 328/347, “Constitutional Commission, by W. D. Pattinson, 7th February, 1969”. 

(60) T 328/347, “Chancellor of the Exchequer in Scotland, 26th June, 1969”. 

(61) SOE 6/1/1088, “SS (70) 6th Meeting ; Minutes, Claims for additional expenditure on the social services, 

26 February 1970”．下線は史料によるもの。 

(62) SOE 6/1/1088, “SS (70) 19 Social Service priorities for Scotland”, 19th February 1970.” 

(63) 「現在、一人あたまで計測した歳出額は ― スコットランド、北アイルランドで高水準 ― 

地域ごとに異なっている。これは、人口動態的な要因、人口の希少性、所得や経済活動その他

の要因によって正当化されている」。SOE 6/1/1088, “Teachers pay and the block fund, 10 

November 1976”. 
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らかに有利な財政的分配が行われてきた。とりわけ、60年代後期から70年代前半にかけて、

スコットランド経済が大きく停滞したときに、イングランドに対する依存度は強まってい

たことが注目される。加えて、表６には、連合王国政府からくる地域開発関連費を示して

いるが、全体の３割強をスコットランドが占めており無視できない規模となっている。こ

うしてみれば、「スコットランドは独立することによって、連合王国の財政支出制度から

受け取る利益を失うであろう｣(64)と主張されたのもある種当然であるし、極端なナショナ

リストでもない限り、ＳＮＰの分離主義的な見解に従って財政的な独立を達成することの

現実性に疑問を呈するであろう。同様の観点から、スコットランド予算が作成された翌年

に、ウェールズ予算（Welsh Budget）が作成され(65)、洗練されていく（表７）。 

 

表５ スコットランド、ウェールズ、イングランドの一人当たり支出 

 

 1963-64 1964-65 1965-66 1966-67 1967-68 1968-69 1969-70 1970-71 

イングランド 100 100 100 100 100 100 100 100 

スコットランド 118 116 114 115 121 128 136 132 

ウェールズ 116 117 114 116 113 117 120 114 

連合王国 104 104 

 1971-72 1972-73 1973-74 1974-75     

 100 100 100 100     

 131 132 120 119     

 117 115 105 103     

 104 104 102 102     

出所）CAB 198/395＝Devolution : tax and the block grant. 
 

 

表６ 1974/75年会計年度における地域政策支出 

（100万ポンド） 

 
地域開発 

補 助 金 

選択的財政

補 助 金 

地域雇用法

1972年 

地域雇用 

補 償 金 
合 計 割 合 

スコットランド 61.6 23.6 16.2 57.2 158.6 33％ 

ウェールズ 32.2 11.1 16.2 22 81.5 17％ 

連合王国 212.7 69.2 44.1 155.1 481.1 100％ 

出所）T 374/2＝Devolution : statistics on public expenditure.

                                                                                 

(64) CAB 198/395, “Debate on Devolution by M S Buckley, 2 January 1976”. 

(65) SOE 6/1/840, “Devolution : Financial Arrangements, 16 November 1976”. 
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表７ 地域予算（1975/76会計年度、100万ポンド） 

 

 連合王国 イングランド スコットランド ウェールズ 北アイルランド  連合王国 イングランド スコットランド ウェールズ 北アイルランド

経常収入  経常支出      

 1. 所得税 10,266 8,812 865 400 189 27. 経常支出 16,626 13,225 1,759 877 765

 2. 付加税 187 169 11 5 2 28. 地方公共団体への補助金 5,734 4,690 625 367 52

 3. 法人税 2,859 2,512 198 105 4  

 4. 印紙税 198 186 9 2 1  22,360 17,915 2,384 1,244 817

 5. オーバースピル -25 -22 -2 -1 － 29. 防衛費 4,075 3,381 381 201 112

 6. 付加価値税 2,510 2,100 235 115 60 30. 海外サービス費 375 311 25 19 10

 7. 炭化水素油税 1,550 1,290 130 90 40 31. 国債利子 2,218 1,841 207 109 61

 8. たばこ税 1,340 1,080 150 70 40 32. その他支出 632 524 59 31 18

 9. 飲料税 1,135 920 140 55 20  経常支出（29～32） 7,300 6,057 682 360 201

10. 賭博税 235 200 20 10 5 経常支出合計 29,660 23,972 3,066 1,604 1,018

11. 自動車税 120 100 10 5 5 経常赤字 -610 591 -475 -338 -383

12. その他支出税 530 440 50 25 15  29,050 24,563 2,591 1,266 630

13. ＩＢＡ広告税 19 17 1 1 －  

14. 自動車免許税 532 455 38 26 13  

15. 選択的雇用税 2 2 － － －  

16. 国民保健その他 5,401 4,551 481 248 121  

17. 総貿易高黒字 32 25 3 1 3  

18. レント 123 102 11 6 4  

19. 地方公共団体への貸付利子 711 571 82 40 18  

20. 公共団体への貸付利子 104 23 6  

21. 国有産業への貸付利子 
980 

663 104 40
40

資本支出 

22. 雑収入 286 286 32 17 10 33. 中央政府による資本支出 1,881 1,389 234 100 158

 合 計 29,050 24,563 2,591 1,266 630 34. 地方公共団体への補助金・融資：投票 244 178 43 20 3

資本収入  35. 地方公共団体への貸付：ＰＷＬＢ 1,127 941 140 44 2

23. 経常赤字（括弧内は黒字) -610 ［591] -475 -338 -383 36. 公共団体への補助金・融資：投票 334 285 32 17 －

24. 資本課税 721 650 46 18 7 37. 公社への補助金・融資 543 55 32 93

25. 資本取引課税 139 115 13 7 4 38. 国有産業への融資 
1,306

489 60 29

26. 純借入必要額 5,457 3,311 1,075 605 661 39. 資本支出（各地域への配分) 1,015 842 95 50
-28

 5,907 4,667 659 292 289  5,907 4,667 659 292 289

出所）SOE 6/1/840＝Public Expenditure (Devolution).
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 結果として、以上のように、地域予算、とりわけスコットランド予算の作成の過程で、

スコットランドやウェールズが連合王国に財政的に大きく依存していることから、北アイ

ルランドと同様、パリティ原則を適用すべきこと、そして、そのためには地域政府は連合

王国政府からの補助金によって財政をファイナンスする必要があることが理解されるよう

になったのである。表８が示すように、後に、スコットランド、ウェールズには、中央政

府、地方政府などから多くの分野が委譲されることが決まるが、1975/76会計年度の価格

を用いて計算すれば、それぞれ28億1700万ポンド、12億6300万ポンドに上る。これは、ス

コットランドにおいてはおよそ60％、ウェールズにおいてはおよそ55％の歳出を行う政府 

 

表８ 地域政府の歳出・歳入（100万ポンド） 

 

 スコットランド ウェールズ 

Ⅰ. 歳 出   

Ａ. 委譲業務に関する歳出   

 1. 中央政府 1,012 426 

 2. 地方政府：経常 1,027 478 

 3. 地方政府：資本 498 208 

 4. 公社：資本 107 51 

 2,644 1,163 

Ｂ. その他支出   

 5. 地方政府ローン・チャージ 172 74 

 6. 非委譲支出（地方政府） 44 33 

 7. その他調整額（ネット） -43 -7 

 173 100 

歳出合計 2,817 1,263 

Ⅱ. 歳 入   

Ｃ. レート、借入   

 8. 地方政府レート 393 149 

 9. 地方政府による借入 448 192 

 10. 公社による借入 105 46 

 946 387 

Ｄ. ブロック・ファンド 1,871 876 

歳入合計 2,817 1,263 

       出所）Devolution : Financing the Devolved Services, London, HMSO, Cmnd. 

          6890, 1977, p. 23. 
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が出現することを意味する(66)。一方で、歳出のほとんどは、ブロック・グラントによっ

てファイナンスされることが示されており、これは、スコットランドの歳出のおよそ70％、

ウェールズの歳出のおよそ75％となっている。ブロック・グラントが「財政的分権の最も

重要な特色である｣(67)、と呼ばれていた所以である。 

 実は、キルブランドン委員会で行われた財政権に関する権限委譲論議は、そのほとんど

が以上のような大蔵省の見解によって形作られ、委員会のメンバーは原則、この問題に関

して議論を主導することができなかったとみて大過ない。このことは、キルブランドン報

告において、「権限委譲の配置がいかなるものであるかを正確に知ることなしに、財源が

どのようなものであるべきか、どのようなものではないのかについて、結論をここで述べ

たいとは思わない｣(68)とか、「主題の難しさのために、財政についての証言はほとんど見

られなかった｣(69)という文言に見られたし、当の大蔵省自身が、「政府の経済政策を調査

することは憲法委員会の機能ではない｣(70)、と明言していた。これが、委員会がそもそも

ラディカルな提案を行えなかった理由である。 

 

２－３ ブロック・グラントの総量コントロールと税源委譲の無意味化 

 このように、パリティ原則によって、地域政府の歳出の太宗をイングランドからの補助

金によってファイナンスすべきであるという見解が正当化されたことのほか、もう一点指

摘しておくべきことがある。それは、経済管理・需要管理上の手段として、ブロック・グ

ラントの総量コントロールが重要であったという点である。 

 キルブランドン多数派報告に、「大蔵省その他歳入省庁はわれわれとの議論の中で、財

政支出と租税が総需要に影響を与える経済手段であることを強調していた｣(71)と記述され

ているとおり、大蔵省は60年代後期のポンド危機や(72)、石油危機によるインフレの加速

と不況を前にして、補助金の総量コントロールを手放すことができず、従って、実質的な

                                                                                 

(66) Devolution : Financing the Devolved Services, London, HMSO, Cmnd. 6890, 1977, p.17. 

(67) T 374/2, “Devolution White Paper : Statistics on Public Expenditure and Regional Policy. 1 October 

1975”. 

(68) Royal Commission on the Constitution, 1969-73, Volume Ⅰ Report, London, HMSO, 1973, p. 186. 

(69) Ibid., p.173. 

(70) T 328/347, “Constitutional Commission, by P. R. Baldwin, 16th May7, 1969”. キルブランドン委員

会で詳細な財政的措置について論じられることがなかった点については、1974年の大蔵官僚の

言葉からも跡付けられる。T 374/2, “Kilbrandon Report, by P B Kent, 22 January 1974”. 

(71) Royal Commission on the Constitution, 1969-73, Volume Ⅰ Report, London, HMSO, 1973, p. 174. 

(72) 1976年のＩＭＦ危機下で、大蔵省がいかに財政支出の統制に苦しんだかは、佐藤［2007］を

参照のこと。 
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課税権の委譲は認めるわけにはいかなかったのである。後の白書には、「経済的統一とは

端的に、国際収支、為替レート、対外資産・負債、経済、貿易、その他諸国との調整など、

政府が国家の対外的経済関係を管理することを意味する」こと、そして、財政や、貨幣・

信用の供給の管理、経済全体の需要管理を連合王国政府が行うことが記述されている(73)。 

 彼らにしてみれば、限界的課税権は自然災害時など、事前に計上不可能な支出を賄うに

際して考慮されるのみであって、重要であるのは、地域政府が必要な補助金総量（＝

Target amount）を決定することにあった(74)。地域政府の歳出の太宗が中央政府からの補

助金によって決定されるのであれば、限界的課税権の存在理由は、その政治的意味を除い

ては存在しなくなる。地域政府の独立した借入権限もこの観点から否定され、公共事業貸

付局を通じた国家貸付基金からの借入が行われるのみで良いことになる。とりわけ、この

点は、公共部門借入需要額（public sector borrowing requirement）の統制との関係でこの時

期非常に重要性を増しており、大蔵省は「中央政府が、国家貸付基金からファイナンスさ

れる地方政府の借入割合について、責任を保持する必要がある」と主張していた(75)。キ

ルブランドン多数派報告のスキームＡにおいて、税源が象徴的（presentational）な意味で

しか与えられていない、というのは以上のような理由からである。 

 ただし、表９（ⅶ）が示すように、ブロック・グラントの総量が与えられたあと、その

配分額をどの支出に割り当てるのかは、スコットランド政府、ウェールズ政府に裁量権が

与えられるようになった。これは、従来のスコットランド、ウェールズの予算決定過程の

あり方からは大きな一歩を踏み出すものである。事実、スコットランド省の人間は、これ

までの連合王国政府内部のスコットランド相のように「一人の閣僚ではなく、閣僚たちが

共同で決定を行うので、彼ら（＝大蔵省）の不満は募るであろう」「これは、スコットラ

ンドに重大な利益をもたらすだろう｣(76)と述べている。権限委譲改革によって、予算を巡

る新たな政治状況が生まれることへの期待を吐露した部分であるが、まさにこの部分こそ、

政府や大蔵省が地域の多様性を考慮した部分として白書などで強調していた部分である。 

「議会は、健康、社会福祉サービス、教育、住宅、都市開発、環境・道路、交通などを含

む多様で広大な分野で政策を統制し、支出の優先度（spending priorities）を決定すること 

                                                                                 

(73) Our Changing Democracy : Devolution to Scotland and Wales, London, HMSO, Cmnd. 6348, 1975, 

p.12. 

(74) T 353/109, “A flexibility margin in relation to public expenditure allocations for Scotland and Wales”. 

(75) Ibid. このほか、“Legislative devolution : Public sector pay and Counter-Inflation Policy”. 

(76) SOE 6/1/581, “Organisation of Finance Division assuming no devolution (by P. C. RENDLE, Principal 

Finance Officer 13 March, 1979)”  
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表９ ブロック・グラント協議の年間計画 

 

２月 

 ⅰ 財政支出レビュー・サイクルの始まり。前年に公表された白書に記載された指標のリプ

ライシングとアップデートを行う。これは、続く四ヵ年間の会計年度を含むものである。

また、新たな五ヵ年目の議論の基礎をも提供する。 
 
５月～６月 

 ⅱ 以上の改定・評価の後、スコットランド政府、ウェールズ政府、および、連合王国政府

に対し、新たな幕開けとなる五ヵ年目のものを含む、四ヵ年間の支出計画を報告する。 
 
６月～９月 

 ⅲ 財政支出計画の修正提案が、政府レヴェルで評価、議論される。未解決の問題が、ス

コットランド政府、ウェールズ政府のメンバーを含む閣僚レヴェルで議論される。（同時

に、政府内部で、スコットランド省、ウェールズ省が所管する事項を含む、非－委譲事項

に関する提案の評価と議論も行われる。） 
 
９月～10月 

 ⅳ 支出の優先度（expenditure priorities）が内閣決定される。 
 
12月～１月 

 ⅴ 四ヵ年間に渡る会計年度の財政支出レビューの結果を反映した白書の公表。これには、

スコットランド、ウェールズに委譲されたサービスの記述が含まれている。 

 ⅵ スコットランド政府、ウェールズ政府によって、委譲された個別サービスの支出提案を

公表。ただしこれは、両政府が望む限りにおいてである。 
 
２月～３月 

 ⅶ 予算見積書（Supply Estimates）の公表。議会による賛同を得るために、スコットラン

ド、ウェールズのブロック・グラント見積書の提出。（議会による可決を経て配分される

ブロック・グラントは、スコットランド議会、ウェールズ議会が関与する問題となり、個

別サービスへの割り当てが行われる。） 

 
出典）Our Changing Democracy : Devolution to Scotland and Wales, London, HMSO, Cmnd. 6348, 1975, 

p70, Appendix C. 

 

ができる」のであり、「巨大な支出権限」（huge spending power）を持つことになる(77)。

これまでは、連合王国政府の内閣が、スコットランド、ウェールズの歳出の決定にあたっ

て最終的な決定者（the final arbiter)(78)を演じてきたが、これからは、スコットランド政

                                                                                 

(77) Our Changing Democracy : Devolution to Scotland and Wales, London, HMSO, Cmnd. 6348, 1975, 

p.11. 

(78) T 353/109, “Kilbrandon Unit, Draft report of the Economic and Financial Group”. 
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府・ウェールズ政府自身が最終的な決定者となる、というわけである。 

 以上みてきたとおり、政府・大蔵省は、財政を通じて、スコットランド、ウェールズへ

の権限委譲と、連合王国の政治的・経済的統一性を同時達成しようとした。その内実は、

補助金総量の決定権限を大蔵省・ウェストミンスター議会が保持することによって経済管

理・需要管理の手段を握る一方で、委譲政府・議会にはその支出の割当権限を委ねる、と

いうものであった。 

 

 

 3. 権限委譲案の完成と大蔵省統制の徹底 

 

３－１ 地域財務委員会設立の動きとその挫折 

―

 公正な分配を巡って 

― 

 これまで、キルブランドン委員会において、スキームＡ（＝スコットランド、ウェール

ズに立法的権限委譲を行い、議会・行政府を創設する。財政権限については、支出の決定

を自由に認める一方で、課税権は限定的なものしか認められない）がいかにして形成され

たのかについて見てきた。労働党政府は、この1973年に公表されたキルブランドン報告を

もとにして、74年に白書Democracy and Devolution : Proposals for Scotland and Wales、75年

に白書Our Changing Democracy-Devolution to Scotland and Wales、その補足として76年に白

書Devolution to Scotland and Wales-Supplementary Statementを公表し、法案作成・議会への

提出を行うのであるが、この一連の白書は基本的にはキルブランドン多数派報告スキーム

Ａにその骨格を与えられている。最初にスキームＡにコミットしたのは、もちろん74年の

白書においてであるが、実は、その白書作成の過程で財政に関して重大な議論が行われて

いる。それは、大蔵省・政府によって決定され、スコットランド、ウェールズへ配分され

る補助金額が、はたして「公正な配分」（fair share）であるといえるのか、という問題を

巡る議論である(79)。 

 1970年から74年３月までヒース保守党政権を挟んだ後、ウィルソンが再度政権に返り咲

いた。彼はさっそく、懸案の権限委譲問題を解決するために、前年に公表されていたキル

ブランドン報告の内容を実行に移すべく行動に移った。このとき、実際にキルブランドン

報告の内容を検討したのは、キルブランドン・ユニット（Kilbrandon Unit）と呼ばれた作

                                                                                 

(79) この点、後に示すように、現在のバーネット公式を理解するうえで重要である。 
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業部会であり、同年の夏前に基本的な作業を終えている。彼らは、ＥＥＣ部会(80)、経

済・財政部会、貿易・産業部会、社会サービス部会、政治・議会部会の五つの部会に分か

れてことにあたっているが、ここでは主として、経済・財政部会に注目して論を進めたい。 

 この部会は、「スコットランド、ウェールズへ権限委譲を行うために、実行可能な形で

歳出・歳入を決定・統制する観点から、キルブランドン報告提案を考察する；連合王国の

経済とその他関連要素の効率的な管理を勘案し、それらの実行可能性を評価する；そして、

提案されたものをより望ましいものに修正する」ことを目的として設立されたもので(81)、

スコットランド省、ウェールズ省、内閣府（Cabinet Office）、産業省、環境省、大蔵省の

メンバーから構成されていた。もちろん、この部会においても、「連合王国の政治的・経

済的統一を保持すべきことは自明」であり、「経済の安定化のために、歳入・歳出のコン

トロールを行わなければならない｣(82)という前提がある。したがって、彼らにしても、歳

入ベースではなく歳出ベースの財政制度を支持し、パリティ原則の徹底から出発するので

あり、地域政府のファイナンスはブロック・グラントが主体となることは変わらない。こ

れまでの議論と同様、財政権限の大幅な委譲を認めれば（＝歳入ベースの財政制度を採用

すれば）、連合王国全体の経済管理が困難になり、政治的・経済的統一は瓦解してしまう

ためである。 

 財政制度構想についての前提についてはキルブランドン委員会多数派（実質的には政

府・大蔵省）と同様であるにも関わらず、この部会のメンバーの一部は重大な問題を投げ

かけている。それは、スコットランド、ウェールズに対する財政資源の「公正な配分」

（“just”regional share）とはいかなるものであるのか、という点である。仮に、地域のニー

ズを、キルブランドン委員会のように、一人あたま歳出の連合王国平均と、スコットラン

ド、ウェールズの人口に見合った合計金額（total sum）の計測によって行うとしても、そ

れには疑問が残る。なぜならば、地域の実情がそれぞれ異なる以上、数量的な物差しに

よって、公共サービスからいかほどの受益があるかを計測することには困難がつきまとう

からであり(83)、「同じインプットを行っても、蓄積している資本・資産の程度、地理的

                                                                                 

(80) ＥＥＣ部会は、ヨーロッパ共通市場から最大限のメリットを受けるために、連合王国の政治

的・経済的な統一性を維持すべきであるという結論を下している。SOE 6/1/840, “Kilbrandon 

Study Groups, Memorandum by the Cabinet Office, 14 June 1974”. 補完性原理が確立していない中

で、ヨーロッパ統合は分権抑止の方向へと作用したといってよい。 

(81) T 353/109, “Kilbrandon Unit, Draft report of the Economic and Financial Group”. 

(82) Ibid. 

(83) Ibid. 
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相違、人口動態が異なれば、スコットランド、ウェールズに一人あたま基準で適用される

ものがどういった効果を生むかを理解することが困難」だからである(84)。加えて、イン

グランドを基準とした資源配分の仕組みは、スコットランドとウェールズに対して過大な

財政資源を配分してしまうために、イングランド地域に不公正な仕組みでもある(85)。イ

ングランドの利害を代表するものがいないことは現在も問題となっているが、この時期に

は、イングランド民族党（the English National Party）の台頭がみられており、政治的な緊

張も高まっていた(86)。したがって、財政資源の分配は単一の公式をもとに機械的に行う

べきものではなく「主観的な裁定
、、、、、、

（subjective judgment）による経験則を基準として行わ

れなければならない｣(87)のである。 

 この問題に関連して、地域財務委員会（regional exchequer board）の創設が問題となっ

ている。実は、キルブランドン委員会は、先に述べた数量的な基準に言及しつつも、中央

政府の統制圧力を、中央政府、地域政府のどちらの利害からも自立した第三者機関である

地域財務委員会を設立することで牽制しようとしていた。補助金の分配過程を公正に審査

するためである。地域財政に関する「最終的な決定権を中央政府が持つのであれば、地域

政府の自律性を脅かすことになる」との考えからであり、地域財務委員会には「大蔵省の

権限を相対化する役割｣(88)が期待されている。地域財務委員会が大蔵省に対する対抗機関

であるというその性格上、政府・大蔵省にとってはまったく容認できない議論であり、こ

の点、キルブランドン委員会の面目躍如たる点といってよい。決定を主観的な基準によっ

て行うべきことを重視すれば、このような第三者機関において、資源配分の適正値を民主

的に決定するほかないのである。 

 先に、部会のメンバーの「一部」がキルブランドン委員会が提案した地域財務委員会を

肯定的に評価したことを述べたが、実は、この部会は、この委員会の存在を巡って真っ二

つに分かれていた。スコットランド省、ウェールズ省、内閣府（Cabinet Office）、産業省

が地域財務委員会の創設に賛成し、環境省、大蔵省は反対であったのである。大蔵省と環

境省は、「もしもイングランドを基準とした政策から地域政策が著しく異なったならば、

それは、参照点を欠くために公正な分配を行うことがますます困難になるだろうし、現在

                                                                                 

(84) Ibid. 

(85) Ibid. 

(86) CAB 198/14 Devolution : The English National Party ; pamphlet 'Nationality'. 

(87) T 353/109, “Kilbrandon Unit, Draft report of the Economic and Financial Group”. 傍点は佐藤による。 

(88) Royal Commission on the Constitution, 1969-73, Volume Ⅰ Report, London, HMSO, 1973, pp. 204-

205. 
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の公共支出計画の続行が難しくなるだろう」、という理由を挙げて反対していた(89)。大

蔵省にとっては、イングランドの公共サービスの基準に照らして、スコットランド、

ウェールズへの補助金配分を行うことが「公正」であると捉えられていたわけである。

1974年以後、ますますインフレがもたらす問題は過酷となっていたことから、補助金総量

とその分配の決定権を地域財務委員会に渡すわけにはいかなかった、ということも大きな

理由である(90)。 

 この部会の結論としては、結局、キルブランドン報告を修正する形で、スコットランド

省、ウェールズ省、内閣府、産業省が提案したモデル１と、大蔵省と環境省が提案するモ 

デル２の両案を併記する形をとることになった（表10）。 

 モデル１が持つインプリケーションとして重要であるのは、地域政府の課税権の委譲を

正当化するという点である。なぜなら、補助金総量とその分配の決定を地域財務委員会の

民主的な決定に委ねるのであれば、必要に応じて資金の増額を行うことが可能となり、そ

の支出をファイナンスするために、地域政府が裁量的に行使できる限界的な課税権の委譲

が必要であるからである。むろん、もともとの前提に「政治的・経済的な統一」を掲げて 

 

表10 経済・財政部会提案 

 

モデル１ 
 キルブランドン委員会によって提案されたモデルを修正したもので、地

域財務委員会を維持しつつ、地域間の標準化・平均化に過度なコミットメ

ントをすることはしない。 

モデル２ 
 北アイルランドとの財政関係から経験的に学習したものであり、地域財

務委員会を持たない。 

モデルの主な相違点

(１) 地域財政の最終決定権：モデル１では、地域政府への財政分配を決

定づけるのは、地域財務委員会である。一方、モデル２では、ウェス

トミンスター議会によって選出された政権政党の閣僚が地域政府への

財政分配を行う。 

(２) 財政計画の立案過程：モデル１では、地域政府の省庁は、地域財務

官僚とともに公共支出計画を実行に移す。地域財務官僚が、地域財務

委員会と大蔵官僚とに地域財政の総計を提出する。モデル２では、大

蔵省による地域政府への補助金総計が確定されたうえで、地域政府は

費目ごとに大蔵官僚との交渉が行われる。 

   委譲される限界的課税権の影響力：モデル１では、より多くの歳出

をファイナンスしたり、予算見積もりが超過した場合に融通をつける

ために限界的課税権を使用できる。モデル２では、限界的課税権は、

その政治性を除いては意味をもたない。 

出所）T 353/109, “Kilbrandon Commission on the Constitution, by P B Kent, 29 January 1974”. 

                                                                                 

(89) Ibid. 

(90) T 353/109, “Kilbrandon Commission on the Constitution, by P B Kent, 29 January 1974”.  
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いる以上、イングランドと比べて大きな政策的な逸脱は不可能であるが、このことの意味

は、地域政府の財政的自律性の確立にとって大きいといえるだろう。一方、モデル２では、

これまでにみてきたとおり、補助金総量の決定を一元的に大蔵省が行う以上、財政資源の

マクロ的な過不足は生じえず、課税権は本来的に意味を持たない。あるとすれば、それは

まったくの政治的な意味のみである。 

 以上、キルブランドン・ユニットの経済・財政部会は、地域政府の「公正」な資源配分

を民主的な決定に委ねるために、キルブランドン報告の地域財務委員会の提案を発展させ

つつ、モデル１を提案することになった。しかし、この提案は、当の労働党政府によって

棄却されてしまう。1974年白書のドラフトには、「権限委譲がどんなものであれ、財政的

配置が根本的に重要であることは明らかである。現在の資源配分の仕組みと租税制度を大

きく変更することは、連合王国における統一性を維持する基調と一致しないために、困難

である」「スコットランド、ウェールズ、イングランド地域間の財源配分とその“公正な

シェア”の決定は、政治的決定の最も重要な部分であり、これを選出された代表人に委譲

するわけにはいかない」と述べている(91)。結局、政府は、大蔵省が提案したモデル２ ― 

キルブランドン報告多数派によるスキームＡを後退させたもの ― を採用したわけである。 

 代わりに、1974年白書において、労働党政府は連合王国議会におけるスコットランド選

出議員、ウェールズ選出議員の数と、スコットランド省、ウェールズ省の維持を提案して

いる(92)。キルブランドン報告では、ウェストミンスター議会のスコットランド出身議員

の数を71から57に、ウェールズ出身の議員を36から31へ削減し、スコットランド省と

ウェールズ省は廃止することが考えられていた。しかし、地域財務委員会の提案を廃案と

する以上、何かしら地域の声を吸い上げる仕組みを保持する必要がある。その結果として、

議員定数の維持とスコットランド省、ウェールズ省の維持が代替案として浮上したわけで

ある。この案は、白書公表直前の７月、８月に、権限委譲改革の賛否を把握するために行

われたスコットランド、ウェールズにおける議論でも広く支持があったことからも都合が

よかったと思われる(93)。 

 しかし、政治的な駆け引きとして提出されたこの案は、ただちにその論理的な一貫性に

ついて疑問を生じさせる。立法議会が創設され、大幅な権限委譲が行われるにも関わらず、

                                                                                 

(91) CAB 129/179/8, “C (74) 98, 3 September 1974, CABINET, Devolution, Memorandum by the Prime 

Minister, Annex A, Democracy and Devolution-Proposals for Scotland and Wales”. 下線部は史料によ

る。公刊された白書では、この文言は削除された。 

(92) SOE 6/1/1323, “Draft paper on financial issues by Scottish Office 19 December 1974”. 

(93) Democracy and Devolution : Proposals for Scotland and Wales, London, HMSO, Cmnd. 5732, 1974.  
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変わらずスコットランド出身議員とウェールズ出身議員が連合王国議会で地元の利益誘導

を行うのであれば、そうしたメカニズムのないイングランド住民にとっては明白な不利益

となるからである。この点、ウェスト・ロジアン問題として、現在もたびたび言及される

ものであるが、論理的には、連合王国議会における、スコットランド出身議員とウェール

ズ出身議員の定数削減と、スコットランド省、ウェールズ省の廃止を行う必要があったと

言わねばならないだろう。 

 

３－２ 委譲税源案の廃案 

 地域財務委員会提案の廃案は、このようなスコットランド、ウェールズの過剰代表の問

題を生み出しただけではない。経済・財政部会のモデル２に従えば、地域政府へ委譲され

る課税権の原理的な根拠が示されないことになるからである。事実、これまで見てきたと

ころからも明らかであるが、大蔵省は課税権の委譲には強硬に反対している(94)。こうし

た立場を乗り越えて、実効性を持った形で課税権を委譲するためには、連合王国政府の経

済政策が、地域政府が行使する租税政策によって大きな影響を受けないものであることを

示す必要がある。 

 実は、内閣府の憲法ユニット（Constitution Unit）のガーリック（Garlich, J.）やホワイ

ト（Whyte, S.）らを中心として、政府内部には、課税権を何としても法案に盛り込むべく

活動していたグループが存在した。ホワイトが「ブロック・グラント協議が始まれば、誰

もスコットランド政府、ウェールズ政府による途方もない要求（asking for the moon）を

防ぐことはできない｣(95)と述べていたことからも分かるとおり、必要な歳出を自前の課税

権の行使によってファイナンスできるようにすることで、コスト・ベネフィット関係を理

解させ、スコットランド、ウェールズによる資源獲得競争を抑制しようとしたのである。 

 こうした勢力は委譲税源として何がふさわしいのかを理論的な面、実行可能性の面から

議論してきたが、様々な議論を総合し、委譲税源としては次の八つの基準を満たす必要が

あるとされた(96)。 

 

  (ⅰ) 必要に応じて行使できること 

                                                                                 

(94) SOE6/1/1323, “To R. R. Hillhouse, Esq., Scottish Office, St. Andrew’s House, Edinburgh, EH1 3DE, 

From M. S. Buckley, 31st December, 1974”. 

(95) CAB 198/395, “The Block Grant and all that, from S. Scott Whyte to Mr. Patterson”. 

(96) Devolution : Financing the Devolved Services, London, HMSO, Cmnd. 6890, 1977. 
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  (ⅱ) 歳入調達に関わる行政コストが安価であること 

  (ⅲ) スコットランド、ウェールズのみに受益と負担がもたらされるべきこと 

  (ⅳ) ＥＣの政策と一致すべきこと 

  (ⅴ) 特定のグループに課税されないこと 

  (ⅵ) 連合王国の経済管理を著しく損なわないこと 

  (ⅶ) スコットランド議会、ウェールズ議会による課税であるとみなされるべきこと 

  (ⅷ) 実際上の問題だけでなく、政治的にも可能であるべきこと 

 

 こうした基準を考慮した委譲税源に関する文書が、1975年９月に枢密院議長(97)によっ

て書かれ、内閣運営委員会に提出されている。ここでは、法人税、キャピタル・ゲイン課

税、資本移転税、富裕税などが、資本の活動が特定の境界内にとどまらず、地域内の受益

と負担の関係が明白でないことを理由に退けられている。上記でいえば、主に(ⅲ)の基準

に違反することになる。小売売上税については、これが、小売業者の取引を煩雑にする点

でＥＥＣオブリゲーション、すなわち上記(ⅳ)に違反する点でふさわしくない。さらに、

国税に付加的に課される形での所得税については、住民の特定その他の行政的コストが極

めて甚大であるという点で、(ⅱ)に違反する。 

 結果として、地方政府歳入レイトに対する付加的課税、すなわち、レイト・サーチャー

ジ（rate surcharge）が委譲税源としてふさわしいとされ、1975年11月に公表された白書に

盛り込まれることになった(98)。ちなみに、先に言及した憲法ユニットのメンバーと、地

方所得税を提案したことで知られるレイフィールド委員会のレイフィールドとはこのとき

相互にやり取りを行っており、憲法ユニットのメンバーは真剣に地方所得税の導入にコ

ミットしていた(99)。地方所得税を考慮した委譲税源議論を本格的に展開しようと目論ん

でいたのである。ただしこれは、「権限委譲法案が提出される前までに、レイフィールド

委員会報告に関する政府決定は公表されそうもない｣(100)ために短期的には不可能であるこ

                                                                                 

(97) エドワード・ショート（Short, E.）であると思われる。SOE 6/1/842, “DS (75) 31, 1 September 

1975, Cabinet, Ministerial Steering Committee on Devolution, Devolution of functions : Taxation, Note 

by the Load President of the Council”. 

(98) Our Changing Democracy : Devolution to Scotland and Wales, London, HMSO, Cmnd. 6348, 1975. 

(99) CAB 198/395,“Devolution : Financial Arrangements and Tax powers, from J Garlick to Minister of 

State, PCO”. 

(100) SOE 6/1/842, “Devolution-Financial arrangements and tax powers, 9 July 1976”. レイフィールド

委員会報告は、1976年５月に公表されている。レイフィールド委員会報告については、北村裕

明『現代イギリス地方税改革論』日本経済新聞社、1998年が重要である。 
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とから、将来の課題とされた。 

 以上のように、1975年白書には委譲税源としてレイト・サーチャージが盛り込まれるこ

とになったのであるが、この提案に対する批判は極めて厳しいものであった。当時、最も

政府提案に対して厳しい批判を行っていたＳＮＰは、スコットランド政府の財源として、

ブロックグラント・システムを採用することは大蔵省への従属につながるとして批判しつ

つも、レイト・サーチャージの導入には強く反対していた(101)。そもそも、イングランド

との同盟によってスコットランドの経済的停滞がもたらされている、というのが彼らＳＮ

Ｐの主張であり、スコットランド住民にさらなる負担をもたらすレイト・サーチャージは

受け入れられるはずがない。彼らは、75年以後本格的に操業を始めた北海石油収入をス

コットランド政府の財源とすることで、負担を求めることなく経済的独立を達成しようと

していたのである。このほか、スコットランドＴＵＣ（the Scottish TUC）、労働党スコッ

トランド会議（ the Scottish Council）、ナショナル・ファーマーズ・ユニオン（ the 

National Farmers Union）、産業連盟（Confederation of British Industry）も、地域負担の上

昇を容認しなかった。仮に地域政府の財源が20億ポンドあるとし、ここからさらに２％

（＝4000万ポンド）分の支出増をレイト・サーチャージによって賄うとすれば、税率は

10％の上昇が見込まれていた(102)。産業連盟などは、法人活動への負担上昇を嫌っており、

この提案をとても飲むわけにはいかなかったのであろう。結果として、財政的な分権提案

を行った政府の意図を超えて、「レイト・サーチャージへの広範な否定に結び付いた、ブ

ロックグラント・システムの黙認があった」のである(103)。表11が示すように、スコット

ランドには、極端な分離主義者は全体の四分の一程度であり、全体としては穏健な権限委

譲論者が占めていた。 

 こうなれば、政府、大蔵省としても、政治的・経済的統一の観点からもとより課税権の

委譲に対しては消極的であったのだから、これを権限委譲法案に盛り込む必要はない。結

局、1975年の白書を若干修正した76年白書では「受け取ったコメントを考慮して、政府 

は（限界的課税権の付与という）提案を行わないことに決めた｣(104)のである。一部、議会

においては、「ブロックグラント・システムは、まったく受け入れがたい。それはウェス

トミンスターからのポケットマネーであり、創設される議会をみせかけのカウンティ・カ

                                                                                 

(101) CAB 198/395,“Financial arrangements and tax powers, Annex B : Summary of comments on the 

White paper proposals”. 

(102) Ibid. 

(103) Ibid. 

(104) Devolution to Scotland and Wales : Supplementary Statement, London, HMSO, Cmnd. 6585, 1976. 
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ウンシルのようなものにしてしまう｣(105)というような批判もあったが、スコットランド、

ウェールズの世論を総体的に勘案すれば合理的な対応であったといえるであろう。憲法ユ

ニット内部ではその後、レイト・サーチャージへのインセンティブを高めるために、超過

課税を行うと連動して補助金が配分されるマッチンググラント・システム ― 最初の超過

税分ではギアが高めにかかり補助金が多めに配分される ― を考案するなど工夫がなされ

たが、政府全体で議論される時間がなく、提案に失敗している（表12）。 

 

表11 スコットランドの統治体制に関する世論調査（％） 

 

スコットランド全体を運営するに際して、
以下の５つの選択肢のうちどれが望ましい
と思うか 

1970年
８月

1974年
２月

1974年
６月

1974年 
８月

1975年 
８月 

1975年 
12月 

現状を維持 6 8 12 14 10 11 

ほぼ現状のままで、スコットランドの利益
を政府の政策により反映させる 

19 21 19 20 17 16 

現状の体制を維持するが、スコットランド
の裁量権の増大を認める 

26 24 23 24 26 27 

新しい体制で統治し、できるかぎり多くの
決定をこの地域で行う 

24 25 22 23 22 19 

完全な独立を目指す 23 21 22 18 21 24 
 
出所）CAB 134/4007, “DY (76) 4, 25 March 1976, CABINET Ministerial Committee on Devolution 

Strategy, Scotland and Wales : Appraisal Note by the Secretaries” 

 

表12 マッチンググラント・システム 

 

 レイト・サーチャージ収入（100万ポンド) マッチング・グラント（100万ポンド) 

 トランシュ 累積分 
ギアリング

トランシュ 累積分 
合計 

第一トランシュ 20 20 ４対１ 80 80 100 

第二トランシュ 15 35 ３対１ 45 125 160 

第三トランシュ 20 55 １対１ 20 145 200 

 白書提案  マッチンググラント・システム  

支出合計 中央政府補助金 レイト･サーチャージ  中央政府補助金 レイト･サーチャージ  

1,500 1,500
―  1,500

―  

1,600 1,600
―  1,580 20  

1,660 1,600 60  1,625 35  

1,700 1,600 100  1,645 55  
 
出所）CAB 198/395, “Financial arrangements and Tax powers, Annex C : Modified surcharge with matching 

government grants”. 

                                                                                 

(105) HC Deb 04 February 1975, vol. 885, cc1174-286, Col. 1222. 
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 おわりに 

 

 当時、250年来続いてきた憲法体制を変えることは、極めて重大な歴史的意義を有した

ものとして考えられていた(106)。「イギリス」が一枚岩の国民国家（a monolithic state）で

はなく、異なる文化・歴史を有する諸国民の連合からなるものであるという認識が、この

時期に新たに巻き起こったのである(107)。事実、民族政党の躍進はすさまじく（表13）、

労働党は政権維持のために権限委譲提案を行うに至った。労働党政府としてはもちろん、

こうした国民国家解体への動きを容認するわけにはいかなかったが、一方の権限委譲提案

の進展との兼ね合いによって、難しい立場に立たされていたといえる。結局、彼らが採用

した戦略は、ブロック・グラントの総量コントロールによって、連合王国の政治的・経済

的統一の維持を達成するというものであった。 

 しかし、こうした戦略を採用する過程で、地域間の「公正」な分配を担保する地域財務

委員会提案を廃案に追い込むことになり、様々な問題を生じさせることになる。スコット

ランド、ウェールズの過剰代表問題や、限界的課税権が無意味化したために生じた、財政 

民主主義、アカウンタビリティ上の問題がそうである。 

 結局は日の目を見ることのなかった権限委譲改革であったが、この時期の議論は現在に

も大きな影を落としている。事実、スコットランド、ウェールズの過剰代表問題、財政民

主主義上の問題は、過去の議論と相似形をなしているといえる。とりわけ後者に関しては、

1997年の権限委譲提案によって限界的課税権が認められたとはいえ、その使用は留保され

ているために、地域財政の自立性／自律性の議論は終着点を見出していない。また、地域

財務委員会のような機制がないために、財源分配に関して地域住民による声が介入する余

地がなく、彼らは財政権の面からは実質的に「支出権限」（spending power）しか保有し

ていない。こうした問題は、過去と同様、権限委譲改革が原理的にというよりは、連合王

国の政治的・経済的統一という前提を守ろうとし、その場その場で都合の良い政治的な判

断を下してきたことから生まれたものである。 

 現在問題となっているバーネット公式は、以上の経緯から生じた一つの結果であるにす

ぎない。事実、パリティ原則をもとにして、イングランドを基準にスコットランド、 

                                                                                 

(106) CAB 129/179/8, “C(74)98, 3 September 1974, CABINET, Devolution, Memorandum by the Prime 

Minister, Annex B, Devolution to Scotland and Wales”. 

(107) Our Changing Democracy : Devolution to Scotland and Wales, London, HMSO, Cmnd. 6348, 1975. 
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表13 スコットランドにおける僅差勝利地区（1974年10月総選挙） 

 

労働党(注１) 保守党(注２) 

選 挙 区 
得票差率
(注３)

得票差 選 挙 区 
得票差率 
(注４) 

得票差 

West Stirlingshire 0.8％ 367 Aberdeen South 0.7％ 365 

Lanark 1.8％ 698 East Dunbartonshire 0.9％ 429 

Stirling, Falkirk & Grangemouth 3.4％ 1,766 Pentlands 3.0％ 1,257 

West Lothian 4.4％ 2,690 Cathcart 4.6％ 1,762 

West Dunbartonshire 4.4％ 1,814    

Dundee West 5.9％ 1,802    

East Kilbride 5.2％ 2,704    

Hamilton 8.2％ 3,334    

Midlothian 5.9％ 4,084    

Paisley 11.7％ 5,590    

Kilmarnock 15.5％ 7,529    

South Ayrshire 36.4％ 14,478    

Govan 8.5％ 1,952    

West Renfrewshire 9.9％ 5,300    

Central Dunbartonshire 11.1％ 4,385    

Caithness & Sutherland 11.4％ 2,560    

Berwich & E. Lothian 5.7％ 2,740    

Motherwell & Wishaw 12.8％ 4,962    

Dunfermline 11.5％ 5,291    

Kirkcaldy 13.4％ 6,101    

Rutherglen 19.1％ 7,356    

Central Fife 18.5％ 7,986    

注１）スコットランド民族党に対して労働党が勝利した選挙区とその得票差、得票差率を示している｡ 

注２）労働党に対して保守党が勝利した選挙区とその得票差、得票差率を示している。 

注３）得票差率＝労働党獲得票数－ＳＮＰ獲得票数／総投票数。 

注４）得票差率＝保守党獲得票数－労働党獲得票数／総投票数。 

出所）CAB 134/4007, “Devolution to Scotland and Wales : General Appraisal”. 
 

 

ウェールズに補助金を配分する仕組みは、イングランドの歳出水準の増減「に応じて、自

動的に委譲支出の増減をもたらす｣(108)ことから当時、フォーミュラ・アプローチ（a 

formula approach)(109)と呼ばれていた。人口比に応じて資源を配分するバーネット公式と

は異なるとはいえ、両者はある「公式」をもとに財政資源を配分する点で、同様の形態を

とっている。問題はこうした「公式」そのものにはない。重要であるのは、こうした財政

制度を生み出すことになった歴史的背景を理解することにある。 

                                                                                 

(108) Devolution : Financing the Devolved Services, London, HMSO, Cmnd. 6890, 1977, p. 15. 

(109) Ibid. 
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 以上のように、権限委譲論議はたしかに体系的には不整合なものを抱えていたが、現在

みられるような領域政治の進展を促し、これまでの光景を一変させたのも確かである。帝

国の終焉、ヨーロッパ統合への参画、そして、新たな国家体制の模索 ― これらは、期を

一にした出来事であり、国家史上、財政史上の観点から極めて興味深い出来事である（佐

藤［2009ａ]）。「国民国家」イギリスの壮大な実験はこのようにして始まった。 

（さとう しげる 横浜国立大学非常勤講師） 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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